
昭和四十七年通商産業省・運輸省・自治省令第一号

石油パイプライン事業の事業用施設の保安に関する省令

石油パイプライン事業法（昭和四十七年法律第百五号）第六章の規定に基づき、および同章の規定を実施するため、石油パイプライン事

業の事業用施設の保安に関する省令を次のように制定する。

（定義）

第一条　この省令において使用する用語は、石油パイプライン事業法（昭和四十七年法律第百五号。以下「法」という。）および石油パイ

プライン事業法施行規則（昭和四十七年通商産業省・運輸省・建設省令第一号）において使用する用語の例による。

（保安規程）

第二条　法第二十七条第一項の主務省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　事業用施設についての保安に関する業務を管理する者の職務および組織に関すること。

二　保安技術者が旅行、疾病その他事故によつてその職務を行なうことができない場合にその職務を代行する者に関すること。

三　化学消防自動車の設置その他自衛消防組織に関すること。

四　事業用施設についての保安に係る作業に従事する者に対する保安教育に関すること。

五　事業用施設についての保安のための巡視、点検および検査に関すること（第十号に掲げるものを除く。）。

六　事業用施設の運転または操作に関すること。

七　事業用施設に係る石油の取扱い作業の基準に関すること。

八　事業用施設の補修等の方法に関すること。

九　導管の工事現場の責任者の条件その他導管の工事現場における保安監督体制に関すること。

十　導管の周囲において事業用施設の工事以外の工事が行なわれる場合における当該導管についての保安に関すること。

十一　災害その他の非常の場合にとるべき措置に関すること。

十二　事業用施設についての保安に関する記録に関すること。

十三　事業用施設の位置および構造を明示した書類および図面の整備に関すること。

十四　事業用施設についての保安に係る作業に従事する者であつて保安規程に違反した者に対する措置に関すること。

十五　前各号に掲げるもののほか、事業用施設についての保安に関し必要な事項

第三条　法第二十七条第一項の規定により保安規程の認可を受けようとする者は、様式第一の保安規程認可申請書を主務大臣に提出しなけ

ればならない。

２　法第二十七条第一項の規定により保安規程の変更の認可を受けようとする者は、様式第二の保安規程変更認可申請書に次に掲げる書類

を添えて主務大臣に提出しなければならない。

一　変更を必要とする理由を記載した書類

二　変更しようとする部分を明らかにした現行の保安規程

（保安技術者）

第四条　法第二十八条第一項の規定による保安技術者の選任は、次の各号に掲げる事業場ごとに行なうものとする。

一　石油ターミナル（導管の経路において導管内の圧力を増加させるための送油用圧送機およびその附属設備のみが設置されている石油

ターミナルを除く。）

二　前号に掲げるもののほか、石油パイプラインの系統を管理する事業場

２　石油パイプライン事業者は、前項の規定による保安技術者の選任については、選任に係る事業場に駐在しない者を保安技術者に選任

し、または一の保安技術者に二以上の事業場の保安技術者を兼ねさせてはならない。ただし、特別の理由により主務大臣の承認を受けた

場合は、この限りでない。

３　前項ただし書の規定による承認を受けようとする者は、様式第三の保安技術者特例選任承認申請書に次に掲げる書類を添えて主務大臣

に提出しなければならない。

一　特例選任を必要とする理由を記載した書類

二　保安技術者の執務に関する説明書

三　特例選任に係る事業場の保安措置に関する説明書

４　法第二十八条第一項の主務省令で定める要件を備える者は、次の各号の一に該当する者で、かつ、主務大臣が行なう講習を修了した者

とする。

一　消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）第十三条の二に規定する甲種危険物取扱者免状または乙種危険物取扱者免状（同法別表の

第四類に掲げる危険物に係るものに限る。）の交付を受けている者

二　主務大臣が前号に規定する者と同等以上の知識および技能を有しているものと認定した者

第五条　法第二十八条第二項の規定による届出をしようとする者は、様式第四の保安技術者選任（解任）届出書を主務大臣に提出しなけれ

ばならない。

（保安検査）

第六条　法第二十九条の主務省令で定める事業用施設は、送油用圧送機および送油導管ならびにこれらの附属設備とする。

２　法第二十九条の主務省令で定める時期は、前回の検査の日から一年を経過した日の前後一月をこえない時期とする。ただし、次の各号

に掲げる場合は、当該各号において主務大臣が定める時期とする。

一　使用の状況（計画を含む。）からこの項に規定する時期以外の時期に検査を行なうことが適当であると認めて主務大臣が検査を受け

るべき時期を定めて承認したとき。

二　災害その他非常の場合において、この項に規定する時期に検査を受けることが著しく困難であると認めて主務大臣が検査を受けるべ

き時期を定めて承認したとき。

３　法第二十九条の規定により検査を受けようとする者は、様式第五の保安検査申請書を主務大臣に提出しなければならない。

４　第二項ただし書の規定による承認を受けようとする者は、様式第六の保安検査時期変更承認申請書に変更を必要とする理由を記載した

書類を添えて主務大臣に提出しなければならない。

（保安作業従事者）

第七条　法第三十条の主務省令で定める保安に係る作業は、次のとおりとする。

一　事業用施設の巡視、点検および検査に係る作業

二　送油導管の補修に係る作業

三　事業用施設において漏えいした石油の処理に係る作業

２　法第三十条の主務省令で定める保安に関する教育は、次に掲げる事項についての教育とする。
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一　石油の一般的性質の大要に関すること。

二　事業用施設で取り扱う石油の性質の詳細に関すること。

三　事業用施設に係る石油の取扱い作業の基準に関すること。

四　事業用施設の技術上の基準の細目に関すること。

五　事業用施設の巡視、点検および検査の方法に関すること。

六　保安作業日誌に関すること。

七　危険時における応急措置および避難方法に関すること。

八　保安意識の高揚に関すること。

九　石油パイプライン事業関係法令に関すること。

附　則

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成七年一〇月四日通商産業省・運輸省・自治省令第一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一一年一月一一日通商産業省・運輸省・自治省令第一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和元年六月二八日総務省・経済産業省・国土交通省令第一号）

この省令は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年七月一日）から施行する。

附　則　（令和二年一二月二八日総務省・経済産業省・国土交通省令第一号）

この省令は、公布の日から施行する。
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様式第１（第３条関係）

様式第１（第３条関係） 

保 安 規 程 認 可 申 請 書 

年  月  日 

        殿 

住 所                    

氏 名（名称及び代表者の氏名）        

 

石油パイプライン事業法第 27 条第１項の規定により別紙保安規程の認可を受け 

たいので申請します。 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

3



様式第２（第３条関係）

様式第２（第３条関係） 

保安規程変更認可申請書 

年  月  日 

        殿 

住 所                    

氏 名（名称及び代表者の氏名）        

 

石油パイプライン事業法第 27 条第１項の規定により次のとおり保安規程の変更 

の認可を受けたいので申請します。 

変 更 の 内 容 

 

変 更 年 月 日 

 

備考 １ 「変更の内容」の欄には、変更前の内容と変更後の内容とを対照し 

て記載すること。 

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第３（第４条関係）

様式第３（第４条関係） 

保安技術者特例選任承認申請書 

年  月  日 

          殿 

住 所                    

氏 名（名称及び代表者の氏名）        

 

石油パイプライン事業の事業用施設の保安に関する省令第４条第２項ただし書 

の規定により次のとおり保安技術者の特例選任の承認を受けたいので申請しま 

す。 

選任しようとす 

 

る保安技術者 

氏名及び生年月日 

 

住 所 

 

保安技術者の要件

を備えていること

の証明 

 

選任しようとする事業場の名称及び

所在地（都道府県郡市区町村字番地を

記載すること） 

 

駐在する事業場 

又は既に選任さ 

れている事業場 

名称及び所在地 

 

 

 

選 任 年 月 日 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

都道府県郡市区 
町村字番地を記 
載すること。 
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様式第４（第５条関係）

様式第４（第５条関係） 

保安技術者選任（解任）届出書 

年  月  日 

          殿 

住 所                    

氏 名（名称及び代表者の氏名）        

 

石油パイプライン事業法第 28 条第２項の規定により次のとおり保安技術者の選 

任（解任）をしたので届け出ます。 

保安技術者を選 
任（解任）した 
事業場の名称及 
び所在地 

 

選任（解任） 

した保安技

術者 

氏名及び生年月日 
 

住 所 
 

保安技術者の選任に
係る場合は、保安技
術者の要件を備えて
いることの証明 

 

保安技術者を選任し
た場合においてその
保安技術者が保安技
術者の職務以外の職
務を行っているとき
は、その職務の内容 

 

保安技術者の選任に
係る場合は、保安技
術者の監督に係る事
業用施設の概要 

 

選 任 （ 解 任 ） 年 月 日 
 

選任（解任）した保安技術者が他 
の事業場の保安技術者を兼ねてい
る場合は、その兼ねている事業場
の名称及び所在地 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

都道府県郡市区 
町村字番地を記 
載すること。 
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様式第５（第６条関係）

様式第５（第６条関係） 

保 安 検 査 申 請 書 

年  月  日 

          殿 

住 所                    

氏 名（名称及び代表者の氏名）        

 

石油パイプライン事業法第 29 条の規定により次のとおり保安検査を受けたいの 

で申請します。 

検査を受けようとする事

業用施設の設置の場所 

（都道府県郡市区町村字

番地を記載すること。） 

 

事 業 用 施 設 の 種 類  
 

検 査 希 望 年 月 日  

 

備考 １ 送油導管に係る場合は、「検査を受けようとする事業用施設の設置 

の場所」の欄には、当該送油導管の起点及び終点の所在地を記載し、 

「事業用施設の種類」の欄には、当該送油導管の内径及び常用圧力を 

付記すること。 

２ 送油用圧送機に係る場合は、「事業用施設の種類」の欄には、能力 

及び最高運転圧力を付記すること。 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

収 入 印 紙 

（消印をし 

ないこと。） 
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様式第６（第６条関係）

様式第６（第６条関係） 

保安検査時期変更承認申請書 

年  月  日 

        殿 

住 所                    

氏 名（名称及び代表者の氏名）        

 

石油パイプライン事業の事業用施設の保安に関する省令第６条第２項ただし書 

の規定により次のとおり保安検査を受けるべき時期の変更の承認を受けたいので 

申請します。 

事業用施設の 

設置の場所 

 

事 業 用 施 設 の 種 類  

 

最近時に行われた保安検査の検

査年月日 

 

検 査 希 望 年 月 日  

 

備考 １ 送油導管に係る場合は、「事業用施設の設置の場所」の欄には、当 

該送油導管の起点及び終点の所在地を記載し、「事業用施設の種類」 

の欄には、当該送油導管の内径及び常用圧力を付記すること。 

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

都道府県郡市区 
町村字番地を記 
載すること。 
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